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第１章 避難対象地区の設定 

 

1.1 河川氾濫浸水想定区域 

本計画で想定する河川氾濫は、大阪府が平成 25 年 3 月までに作成し、「洪水リスク表示図」として開

示している見出川、佐野川、樫井川を対象とする。 
 

＜洪水リスク表示図＞ 

洪水リスク表示図の洪水氾濫シミュレーションは、平成 22 年度末時点での対象河川の河道の整備状況

等を設定し、1/10 確率降雨（概ね 50mm/hr）、1/30 確率降雨（概ね 65mm/hr）、1/100 確率降雨（概ね

80mm/hr）及び 1/200 確率降雨（概ね 90mm/hr）の雨が降った場合に想定される河川の氾濫や浸水の状

況を河川氾濫解析により算定したものである。内水氾濫や高潮等については考慮されていない。 
なお、この洪水リスク表示図は、新たな情報が得られるのに伴い更新されるものである。 

 

 
図 3.1-1 100 年確率及び 200 年確率のリスク表示図 
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1.2 避難対象地区 

避難対象地区は、洪水リスク表示図を基に 100 年に 1 度の確率降雨（1 時間雨量）79.3mm に対する

浸水範囲を避難対象地区に設定することを基本とする。 
また、降雨状況によっては 200 年に 1 度の確率降雨（1 時間雨量）86.9mm で拡大する可能性のある

浸水範囲も避難対象地区とする。 
 

＜立ち退き避難が必要な建物＞ 

河川氾濫による浸水から身を守るためには、従来の避難所へ避難するという立ち退き避難だけでは

なく、自宅の 2 階以上へ身を置き安全を確保できる場合もある。しかし、浸水深が深い場合や平屋建

ての場合などは立ち退き避難が必須となる。 
以下に立ち退き避難が必要と考えられる対象建物を示す。 
① 浸水深が概ね 0.5m を超える区域の平屋建ての建物 
② 浸水深が概ね 2.0m を超える区域の 2 階建ての建物 

 
なお、上記のうち②の建物については、市内に浸水深が 2.0m を超える区域が無いため存在しない。 
 

表 3.1-1 避難対象地区内建物数 

 

 

表 3.1-2 避難対象地区内人口 

 

平屋建 平屋建

鶴原３丁目 0 0 0 0 0 78 0 0 0 78

鶴原４丁目 10 0 0 0 10 156 7 1 0 163

下瓦屋１丁目 3 38 1 0 41 3 38 1 0 41

上瓦屋 47 48 8 0 95 61 48 8 0 109

中庄 87 36 13 0 123 94 36 13 0 130

湊３丁目 0 0 0 0 0 0 14 0 0 14

湊４丁目 0 0 0 0 0 0 9 2 0 9

樫井川 南中樫井 0 0 0 0 0 557 7 3 0 564

147 122 22 0 269 949 159 28 0 1,108

0.5～2.0m
未満

2.0m以上 合計

見出川

佐野川

合計

河川 地区

建物数

100年確率 200年確率

0.5m未満
0.5～2.0m

未満
2.0m以上 合計 0.5m未満

夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 昼間

鶴原３丁目 0 0 0 0 89 58 0 0

鶴原４丁目 15 102 0 0 237 260 1 0

下瓦屋１丁目 89 46 2 0 89 46 2 0

上瓦屋 160 134 13 15 183 151 13 15

中庄 230 158 24 17 244 174 24 17

湊３丁目 0 0 0 0 18 11 0 0

湊４丁目 0 0 0 0 24 17 5 4

樫井川 南中樫井 0 0 0 0 734 496 4 3

494 440 40 32 1,618 1,212 51 40

※夜間人口：地区全体人口を建物数で案分して推計、昼間人口：地区全体人口を建物面積で案分して推計、簡易な推計であり正確な値ではない

見出川

佐野川

合計

河川 地区

対象人口

100年確率 200年確率

浸水範囲人口 立ち退き避難対象人口 浸水範囲人口 立ち退き避難対象人口
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第２章 避難所・避難路の設定 
 

2.1 避難所 

河川氾濫のおそれがある場合に、避難対象地区の住民が避難する避難所を以下に示す。なお、地区ご

とで取り決めている集合場所等については、「第 5 編 地区別避難計画」に記載する。 

表 3.2-1 避難対象地区ごとの避難所 

避難対象地区 避難所 

鶴原地区 北中小学校 

下瓦屋地区 第三中学校 

上瓦屋地区 第三中学校・日新小学校 

中庄地区 日新小学校 

湊地区 日新小学校 

南中樫井地区 長南中学校・長南公民館・南部市民交流センター本館 

 
図 3.2-1 避難所位置図 

2.2 避難路 

避難路については、「第 2 編 津波避難計画／第 2 章 避難場所・避難路の設定／2.3 避難路」と同

様とする。 
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第３章 災害時の対応 

 

3.1 職員の参集・配備体制 

河川氾濫が発生する恐れがある場合に、地域防災計画の参集・配備基準に基づき職員の参集・配備を

行う。 
表 3.3-1 災害警戒体制の配備基準 

災害配備体制 
風水害 

雨量情報及び 
災害発生による基準 

河川水位 
による基準 

台風情報 
による基準 

警戒レベル１ 市域に各種気象警報が発令 － － 

警戒レベル２ 小規模浸水が発生した場合 
（水路の溢水、道路冠水等） － 36 時間以内に府域に台

風が接近 

警戒レベル３ 
3 時間予測雨量が土砂災害発生

危険基準線を超過等（避難準備

情報基準） 

避難判断水位に達した

場合等（避難準備情報

基準） 

24 時間以内に府域に台

風が接近 

備考 上記以外においても、副市長が必要と認めたときは配備する。 

 
表 3.3-2 災害対策本部体制の配備基準 

災害配備体制 風水害 
雨量情報及び災害発生による基準 河川水位による基準 

災害対策 
Ａ号配備 

市域に土砂災害警戒情報の発表等 
（避難勧告基準） 

氾濫危険水位に達した場合等 
（避難勧告基準） 

災害対策 
B 号配備 小規模災害が複数箇所で発生 － 

災害対策 
C 号配備 大規模災害が発生 氾濫・決壊 

備考 上記以外においても、市長が必要と認めたときは配備する。 

 
＜勤務時間外の参集＞ 

○ 災害警戒体制 

 市民協働担当理事（不在の場合は危機管理担当参事）は、副市長等に連絡し協議を行い、副市長か

ら配備命令が出されたら、関係職員に各部長を通じて伝達する。 
 水防初動担当課（下水道整備課、道路公園課、農林水産課）は、各種気象警報の発表により自動参

集する。 
 

○ 災害対策本部体制 

 勤務時間外に突発的災害が発生し、通信網の途絶等により配備指令の伝達が困難な状態となった場

合は、災害対策本部体制をとるものとして自主参集する。 
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3.2 情報の収集 

気象庁が発表する警報・注意報や降雨予測、河川の水位等の情報を収集し、避難勧告等の判断をして

住民に伝える。 
 
＜収集する情報＞  
○ 河川水位情報 

表 3.3-3 基準水位 

河川名（基準観測所） 
水防団待機 

水 位 
はん濫注意 

水 位 
避難判断 
水 位 

はん濫危険 
水 位 

見出川（見出川水位観測所） 0.800 1.300 1.500 1.600 

佐野川（佐野川水位観測所） 0.750 1.250 
（上流）1.500 1.750 
（下流）2.000 2.100 

樫井川（大正大橋水位観測所） 1.000 2.250 3.300 3.600 
 

○ 警報・注意報 

表 3.3-4 警報・注意報の発表基準 

 種類 発表基準 

注意報 

大雨 
注意報 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想される場合に発表。 
■雨量基準 平坦地  ：1 時間雨量 30mm あるいは 3 時間雨量 60mm 

平坦地以外：1 時間雨量 40mm あるいは 3 時間雨量 70mm 
■土壌雨量指数基準 91 

洪水 
注意報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想される場合に発表。 
■雨量基準 「大雨注意報」と同様 
■流域雨量指数基準 樫井川流域の流域雨量指数 9 以上 

警報 

大雨警報 

大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合に発表。

■雨量基準 平坦地  ：1 時間雨量 50mm あるいは 3 時間雨量 100mm 
平坦地以外：1 時間雨量 60mm あるいは 3 時間雨量 100mm 

■土壌雨量指数基準 120 

洪水警報 
洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想される場合に発表。

■雨量基準 「大雨警報」と同様 
■流域雨量指数基準 樫井川流域の流域雨量指数 13 以上 

特別警報 大雨特別 
警報 

台風や集中豪雨により数十年に一度の降水量となる大雨が予想され、若し

くは、数十年に一度の強度の台風や同程度の温帯低気圧により大雨となると

予想される場合に発表。 
（出典：気象庁「警報・注意報発表基準一覧表」） 

○ 雨量情報 

 表 3.3-5 気象庁が発表する雨量情報 

情報種類 特徴 
アメダス 観測地点の降水量、風向・風速、気温、日照時間を観測するシステム 
降水ナウキャスト 5 分間隔で発表され、1 時間先までの 5 分毎の降水の強さを予報 
解析雨量 30 分間隔で発表され、1km 四方の 1 時間降水量の分布を示す 
降水短時間予報 30 分間隔で発表され、6 時間先までの各 1 時間降水量を予報 

（出典：気象庁ホームページ） 
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＜情報の入手方法＞ 

表 3.3-6 情報の入手先 

提供元 提供サイト 項目 

気象庁 
ホームページ 

防災情報提供システム 

気象：気象情報、気象注意報・警報・特別警報 

雨量：アメダス、降水ナウキャスト、解析雨量・降水短

時間予報 

水害：流域雨量指数、規格化版流域雨量指数 

国土交通省 

市町村向け川の防災情報 雨量：テレメータ雨量、流域平均雨量、レーダー雨量 

XRAIN 雨量情報 雨量：XRAIN 雨量情報 

防災情報提供センター 雨量：リアルタイム雨量、リアルタイムレーダー 

大阪府 
気象観測システム 

雨量：テレメータ雨量 

水位：テレメータ水位 

監視カメラ 水位及び降雨状況 

 
 
3.3 避難勧告等の発令 

河川氾濫の避難勧告等の発令は、河川ごとに行う。また、発令は河川の水位や警報・注意報、降雨状

況等から判断する。 
 

表 3.3-7 立ち退き避難対象地区 

立ち退き避難 

対象地区 

 

大阪府が平成 25 年 3 月までに作成した浸水想定区域図による 100 年に 1 度の確率降雨

（1時間雨量）79.3 ㎜に対する浸水範囲を避難対象地区に設定する。 

なお、※印は、200 年に 1 度の確率降雨（1 時間雨量）86.9 ㎜で拡大する可能性のある

浸水範囲を示す。 

河川名 地区名 区域 立ち退き避難対象地区 

見出川 鶴原地区 一部 （左岸）見出橋付近、※４丁目・３丁目の一部

佐野川 

（上流） 
中庄地区 一部

（左岸） 

国道 26 号線（山出橋上流）～大阪和泉泉南線

（右岸）南海本線上流 

 

（下流） 

上瓦屋地区 一部 （右岸）南海本線上流、大阪和泉泉南線下流 

下瓦屋地区 一部 （右岸）南海本線上流、１丁目南海本線沿 

※湊地区 一部 （左岸）泉佐野岩出線昭平橋付近 

樫井川 ※南中樫井地区 一部 （右岸）大正大橋付近 

・樫井川の浸水想定区域のうち、大木地区・土丸地区については、人家がないため避難

対象地区から除外する。 

（避難勧告等の判断基準・伝達マニュアルより） 

  



 

27 
 

表 3.3-8 避難勧告等の発令基準 

避難準備情報 

 

次のいずれか 1つに該当する場合に発令するものとする。 

① 水位観測所の水位が「避難判断水位」に到達し、「大雨警報（浸水害）」又は「洪水

警報」が発表され、さらに水位が上昇すると見込まれる場合 

② 漏水等が発見された場合 

 
夜間/早朝 

次のいずれかに該当する場合に発令するものとする。 

① 水位観測所の水位の上昇があり、「大雨警報（浸水害）・注意報」やその文中に記載

される注意警戒期間、府県気象情報（予想される 24 時間雨量）、降水短時間予報に

より、夜間/早朝に避難が必要となることが想定される場合 

② 降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近、通過し、多量の降雨が予想される場合 

避難勧告 

次のいずれか１つに該当する場合に発令するものとする。 

① 水位観測所の水位で「はん濫危険水位」に到達し、「大雨警報（浸水害）」又は「洪

水警報」が発表され、さらに水位が上昇すると見込まれる場合 

② 消防団や住民等から避難の必要性に関する通報があった場合 

③ 異常な漏水等が発見された場合 

 
夜間/早朝 

① 水位観測所の水位で「避難判断水位」を超えた状況で、降雨を伴う台風が夜間から

明け方に接近、通過し、多量の降雨が予想される場合 

避難指示 

次のいずれかの１つに該当する場合に発令するものとする。 

① 水位が堤防天端に到達するおそれが高い場合 

② 氾濫が発生した場合 

③ 異常な漏水の進行や亀裂等により決壊のおそれが高まった場合 

④ 排水施設の機能支障が発見されたとき 

（避難勧告等の判断基準・伝達マニュアルより） 

 
≪詳細は、「避難勧告等の判断基準・伝達マニュアル（平成 27 年 10 月）」水害編を参照≫ 
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3.4 情報の伝達 

＜情報の伝達方法＞ 

できるだけ多くの手段を用いて伝達するため、市及び防災関係機関が保有する次の手段を用いる。 

 
図 3.3-1 住民への情報伝達方法 

＜伝達文例＞ 

防災行政無線を使用した場合の避難勧告等の伝達文の一例は以下のとおりとする。 

避難勧告等に基づき、避難行動をとってもらうためにも、伝達時には、緊迫感を持って対応している

ことが伝わるよう表現を工夫する。 

表 3.3-9 避難勧告等の伝達文例 

避難情報区分 伝達文例 

避難準備情報 

① サイレン 5 秒吹鳴 +6 秒休止 *2 回 

② 緊急放送、緊急放送、避難準備情報発令。 

③ こちらは、防災いずみさのしです。 

④ ○○川の水位が避難判断水位に到達したため、○時○○分に○○地区に

○○川に関する避難準備情報を発令しました。 

⑤ ○○地区にお住まいの方は、気象情報に注視し、危険だと思う場合は、

迷わず避難して下さい。 

⑥ 高齢の方など避難に時間がかかる方は、避難場所へ避難して下さい。 

⑦ なお、避難場所は、○○○を開設しています。 

泉
佐
野
市
災
害
対
策
本
部 

防 災 行 政 無 線 （ 同 報 系 ）

緊急速報メール（エリアメール）

おおさか防災情報メール

広 報 車

消 防 車 両

電 話 ， Ｆ Ａ Ｘ

ホ ー ム ペ ー ジ

お お さ か 防 災 ネ ッ ト

防 災 関 係 機 関

大 阪 府 防 災 情 報 シ ス テ ム

放 送 事 業 者

大 阪 府 災 害 対 策 本 部 国 ・ 府 防 災 関 係 機 関

J アラート 

気象庁 
津波警報・ 

大津波警報 

ツ イ ッ タ ー

L アラート

地
域
（
自
主
防
災
組
織
等
） 

市
民
・
事
業
者 
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避難情報区分 伝達文例 

避難勧告 

① サイレン 10 秒吹鳴 +６秒休止 *2 回 

② 緊急放送、緊急放送、避難勧告発令。 

③ こちらは、防災いずみさのしです。 

④ ○○川の水位が氾濫のおそれがある水位に到達したため、○時○○分、

○○地区に○○川に関する避難勧告を発令しました。 

⑤ ○○地区にお住まいの方は、速やかに避難を開始して下さい。外が危険

な場合は屋内の高いところに避難して下さい。 

⑥ なお、避難場所は、○○○を開設しています。 

避難指示 

【氾濫発生前】 

① サイレン２0 秒吹鳴 +6 秒休止 *2 回 

② 緊急放送、緊急放送、避難指示発令。 

③ こちらは、防災いずみさのしです。 

④ ○○川の水位が堤防の高さを超えるおそれがあるため、○時○○分、○

○地区に○○川に関する避難指示を発令しました。 

⑤ 未だ避難していない方は、直ちに避難して下さい。外が危険な場合は屋

内の高いところに避難するなど、最低限の安全確保を行って下さい。 

⑥ なお、避難場所は、○○○を開設しています。 

【氾濫発生後】 

① サイレン２0 秒吹鳴 +6 秒休止 *2 回 

② 緊急放送、緊急放送、避難指示発令。 

③ こちらは、防災いずみさのしです。 

④ ○○地区で○○川の堤防から水があふれ出しました。（現在、浸水によ

り○○道は通行できない状況です）大規模な浸水が発生するおそれがあ

るため、大至急最寄りの高い建物など、安全な場所に避難して下さい。
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3.5 避難誘導 

 河川氾濫から住民の安全を確保するため、市及び泉佐野警察、消防機関、町会・自治会（自主防災組

織を含む）役員及び施設管理者等の協力を得て組織的な、避難広報や避難誘導を行う。 

 

（１）誘導にあたっては、定められた避難所への町会・自治会単位での集団避難を心掛け、避難行動要

支援者及び介助者を優先して行うものとする。 

なお、これらの誘導にあたっては、迅速、的確に行うものとし、合わせて被災により保護者を失

う等保護が必要となる児童の迅速な発見、保護に努める。 

 

（２）避難路については、安全を十分確認し、特に危険な箇所は誘導員の配置、誘導ロープの設置を行

い、また夜間においては、可能な限り投光器、照明器具を使用して避難中の事故防止に万全を期

するものとする。 

 

（３）避難は、避難者が各個に行うことを原則とするが、避難者が自力で立ち退き不可能な場合は、車

両、船艇により行う。 

 

（４）在宅の避難行動要支援者については、平常時から在宅福祉サービス等を利用している要援護者に

加え、災害発生により、家族や近隣の援護を失って自宅に取り残されるなど新たに援助を必要と

する者が発生する。よって、地域住民等の協力を得ながら、確実な避難を完了させるとともに、

居宅に取り残された避難行動要支援者の迅速な発見に努める。 

 

＜避難誘導等に従事する者の安全確保＞ 

 避難誘導等に従事する者の安全確保を最優先とし、以下のことを厳守する。 

○ 自らの命を守ることを基本とし、避難誘導等を行うことが前提である。 

 

  




